様式第１号（第５条関係）
　　年　　月　　日
東近江市長　様

（申請者）住　所
氏　名　　　　　　　　　　　 　 eq \o\ac(○,印)
　　　　　　　　　　　　　　　　　  　 

東近江市空店舗改修支援事業補助金交付申請書
東近江市空店舗改修支援事業補助金交付要綱第５条第１項の規定により、標記補助金の交付を受けたいので下記のとおり関係書類を添えて申請します。

	事業所名・代表者名
	

	連絡先
	

	店舗所在地
	東近江市

	改修工事経費（税込）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

	交付申請額
	　　　　　　　　　　　　　　円

	添付書類
	□事業計画書（様式第１号の２）
□改修等に係る工事の見積書（明細含む）
□改修箇所を確認できる図面
□店舗の賃借又は売買契約書の写し

□改修予定箇所の写真（改修前）
□商工会議所又は商工会の入会を証明できるもの
□税務署等が受理したことのわかる開業届の写し（個人事業主のとき）
□申請者が個人であるときは住民票記載事項証明書、法人又は団体であるときは定款及び登記事項証明書
□個人情報等確認同意書（様式第２号の１）

□審査に係る個人情報の同意書（様式第２号の２）
□誓約書（様式第３号）
□市税等の納税証明書（原本）

□その他市長が必要と認めるもの


様式第１号の２（第５条関係）
事業計画書
１　申請者
	住　　　所
（法人は本社所在地）
	〒

	法人名（屋号）
	

	代表者名
	

	連　絡　先
	TEL：

	
	携帯：

	生年月日
（法人は設立年月日）
	西暦　　　　　年　　月　　日（　　　歳）

	経　　歴
（個人の場合のみ）
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	
	


２　店舗概要
	所　在　地
	東近江市

	業　種
	

	営業時間
	

	定休日
	

	従業員数
	正規従業員　人　　パート・アルバイト　人　　合計　人

	許認可有無
	有　　（　　　　　　　　　　　　　）　・　　　無


３　事業概要
	事業内容
（具体的に）
	

	
	

	
	

	
	

	
	

	取扱商品・サービス
	

	
	

	
	

	
	

	主な仕入先
取引先
	

	
	

	
	

	
	

	顧客・ターゲット
（設定理由）
	

	
	

	
	

	
	

	販売促進・広告宣伝方法
	

	
	

	
	

	
	

	市場ニーズ・差別化
	

	
	

	
	

	他の競合店との差別化
	

	
	

	アピールポイント

	

	
	

	
	

	
	


４　事業資金計画（店舗改修等）
	
	項　目
	金額（円）
	備　　考

	収入
	自己資金
	
	

	
	借入金
	
	

	
	補助金
	
	

	
	その他
	
	

	
	合計（Ａ）
	
	

	支出
	店舗改修等工事費
（Ｂ）
	
	


※（Ａ）＝（Ｂ）
５　事業収支計画
	
	１年目
	２年目
	３年目

	収　入　金　額
	売上金額①
	
	
	

	
	家事消費②
	
	
	

	
	その他の収入③
	
	
	

	
	計（①＋②＋③）④
	
	
	

	売　上　原　価
	期首商品（製品）　　　　　　棚卸高⑤
	
	
	

	
	仕入金額（製品製造原価）⑥
	
	
	

	
	小計（⑤＋⑥）⑦
	
	
	

	
	期末商品（製品）　　　　　　棚卸高⑧
	
	
	

	
	差引原価（⑦－⑧）⑨
	
	
	

	差引金額（④－⑨）⑩
	
	
	

	

	科　目
	１年目
	２年目
	３年目

	
	給料賃金⑪
	
	
	

	
	外注工賃⑫
	
	
	

	
	減価償却費⑬
	
	
	

	
	貸倒金⑭
	
	
	

	
	地代家賃⑮
	
	
	

	
	利子割引料⑯
	
	
	

	
	そ　の　他　の　経　費
	租税公課（ア）
	
	
	

	
	
	荷造運賃（イ）
	
	
	

	
	
	水道光熱費（ウ）
	
	
	

	
	
	旅費交通費（エ）
	
	
	

	
	
	通信費（オ）
	
	
	

	
	
	広告宣伝費（カ）
	
	
	

	
	
	接待交際費（キ）
	
	
	

	
	
	損害保険料（ク）
	
	
	

	
	
	修繕費（ケ）
	
	
	

	
	
	消耗品費（コ）
	
	
	

	
	
	福利厚生費（サ）
	
	
	

	
	
	雑費（シ）
	
	
	

	
	
	小計（ア～シの計）⑰
	
	
	

	
	経費計（⑪～⑯の計＋⑰）⑱
	
	
	

	専従者控除前の所得金額　　　（⑩－⑱）⑲
	
	
	

	専従者控除⑳
	
	
	

	所得金額（⑲－⑳） eq \o\ac(○,21)
	
	
	


６　経費内訳
	
	１年目
	２年目
	３年目

	収入金額の積算
	
	
	

	売上原価（仕入金額）の積算
	
	
	

	主な経費の積算
	
	
	


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
上記計画書の内容について、審査等を行い補助金の規定に適合しています。

審査支援団体　
所在地
団体名　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　連絡先

様式第２号の１（第５条関係）
補助金交付申請において必要となる個人情報等確認同意書

私は、東近江市空店舗改修支援事業補助金の交付申請にあたり、申請要件を満たしていることを証明するため、下記の個人情報又は法人情報を当該補助金交付事業を所管する市の職員が確認することに同意します。 

　　 年　　 月 　　日 
申請者 　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印) 
記

	対象となる個人情報・法人情報
	同意の意思

	住民基本台帳による世帯状況 （法人の場合は法人登記簿の役員等情報）
	□同意する　 □同意しない 

	公金収納状況
	□同意する 　□同意しない 

	店舗改修に関する国、県、市等の補助制度の交付状況又は給付制度の受給状況
	□同意する 　□同意しない


市記入欄（ ※ 以下申請者は、記入の必要はありません。）

	住民基本台帳による世帯状況
	□ 適　合 　□ 非適合

	固定資産税課税台帳による建物の状況
	□ 適　合 　□ 非適合

	市税収納状況
	□ 適　合 　□ 非適合

	他の交付状況又は給付制度の受給状況
	□ 適　合　 □ 非適合


様式第２号の２（第５条関係）
補助金交付に伴う審査に必要となる個人情報等確認同意書

私は、東近江市空店舗改修支援事業補助金の交付を決定するために、交付要件を満たしていることを証明するため、東近江市が所有する下記の個人情報や法人情報を当該補助金交付事業を所管する市の職員及び審査等に関わる経済団体（東近江市商工会議所、東近江市商工会）が確認することに同意します。 

　　 年　　 月 　　日 
申請者 　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
記

	個人情報・法人情報
	同意の意思

	事業計画書（様式第１号の２）に記載されている事業の内容や資金計画等
	□同意する　 □同意しない 


市記入欄（ ※ 以下申請者は、記入の必要はありません。）

	事業計画書（様式第１号の２）の記載内容
	□ 適　合 　□ 非適合


様式第３号（第５条関係）
誓　約　書
私は、東近江市空店舗改修支援事業補助金の申請にあたり、下記の事項について誓約します。
なお、東近江市が必要な場合には、下記の事項について東近江警察署に照会することについて承諾します。
記

自己又は同居人を含む家族、法人の場合は法人及びその役員（以下「自己及び関係者」）が、次の各号のいずれにも該当する者ではありません。　

(1) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下｢暴対法｣という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。)
(2) 暴力団員（暴対法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）
(3) 自己及び関係者が第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用している者
(4) 暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど、

直接的若しくは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、又は関与している者
(5) 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者
(6) 前各号のいずれかに該当する者であることを知りながら、これを不当に利

用するなどしている者

　　年　　　月　　　日
東近江市長　　様

住所（所在地）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（ふりがな）
氏名（法人名）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)　　　
生年月日（設立年月日）　　　年　　月　　日　性別（ 男 ・ 女 ）

様式第３号の１（第５条関係）
誓約書の添付書類
	番号
	住　　所（法人の場合は登記簿記載の所在地）
	続柄（法人の場合は役職）
	フリガナ
	氏名（漢字表記）
	生年月日
	性別

	
	
	
	
	
	元号
	年
	月
	日
	

	１
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	６
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	７
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	８
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	９
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	１０
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　　※添付書類には、申請者の家族（２親等以内）又は同居人のうち、成人されている方のみを記載してください
